
13．償却資産課税標準額の内訳
(概調償69、70表)

年度 令和７年度 令和８年度 前年度対比
区分 課税標準額 課税標準額

　種別 (千円) (千円) (％)

構 築 物 4,424,339 4,956,446 112.0 

機 械 及 び 装 置 5,852,731 5,435,051 92.9 

船 舶 186,098 162,572 87.4 

航 空 機 0 0 0 

車 両 及 び 運 搬 具 17,870 17,469 97.8 

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 1,804,390 1,810,879 100.4 

小　　　　　計 12,285,428 12,382,417 100.8 

総務大臣が価格等を決定配分 5,591,453 5,751,922 102.9 

県知事が価格等を決定配分 1,337,320 1,353,800 101.2 

小　　　　　計 6,928,773 7,105,722 102.6 

19,214,201 19,488,139 101.4 

419人 412人 98.3 

14．令和８年度 交付金
(調定)

算定基準額　(千円) 交付金額　（円） 備　　　考

東 海 財 務 局 61,662 863,200 

皇 宮 警 察 51,636 722,900 

厚 生 労 働 省 11,344 158,800 

名 古 屋 国 税 局 5,391 75,400 

第 三 管 区 海 上 保 安 本 部 36,730 514,200 

静 岡 地 方 裁 判 所 5,852 81,900 

静 岡 県 財 務 部 212,884 2,980,300 

385,499 5,396,700 
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